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産業労働部長議案説明要旨 
 

今回提出いたしました議案のうち、産業労働部関係について、その概要を御

説明申し上げます。 

産業労働部関係の令和７年度当初予算案の総額は、一般会計 1,403 億 958 万

１千円、小規模企業者等設備導入資金特別会計３億 3,363 万７千円であります。 

 

【令和７年度の取組方針】 

産業労働部では、今年度、喫緊の課題となっている物価高対策として、特別

高圧受電事業者やＬＰガス利用者の負担軽減を図ったほか、適正な価格転嫁の

促進や生産性向上支援など企業の経営安定化、賃金引上げに向けた取組を進め

るとともに、「しあわせ信州創造プラン 3.0」の実現に向けて様々な施策を展開

してまいりました。 

 物価高や人口減少下においても、持続的に本県経済が成長し、県民全体の所

得を増加させていくためには、付加価値労働生産性の向上や担い手不足の解消

を通じ、持続的な賃上げにつながる好循環を生み出す必要があります。 

令和７年度は、「付加価値向上」、「高効率化」、「人材育成・確保」の３つの柱

を掲げ、新たな施策も含め、あらゆる施策を総動員し、課題解決に向け全力で

取り組んでまいります。 

あわせて、産業界や県民の皆様とともに策定した「信州未来共創戦略」に掲

げる「2050 年にありたい姿」の実現に向け、着実に取組を進めてまいります。 

 

【新年度に注力する取組】 

以下、３つの柱に沿って、令和７年度当初予算案に計上した主要事業につい

て、順次御説明申し上げます。 

 

第一に、「付加価値向上」について申し上げます。 

令和７年２月県議会 
定 例 会 に お け る 
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（世界で稼ぎ地域が潤う） 

 人口減少により国内市場が縮小する中、県内企業による海外市場の取り込み

を推し進めるため、市場競争力のある製品・サービスの開発支援、戦略的な海

外展開に向けた取組を強化します。 

 県内企業の海外展開を支援するため、産業分野ごとに重点的なターゲット国

等を調査・分析し、国際展開の基本的な方向性を整理するとともに、ＪＥＴＲ

Ｏ長野など関係機関と連携し、輸出の準備段階から拡大に至るまで、企業の状

況に応じた一貫支援を提供する体制を整備します。 

「長野県ゼロカーボン基金」を活用して企業の技術開発プロジェクトを支援

するなど、脱炭素化に資するプロダクトイノベーションを引き続き促進しま

す。需要が堅調に推移している航空機産業については、新たな技術開発や展示

会出展による販路開拓、人材育成等を一層支援します。 

本県の強みである材料・精密加工技術などを活かし、県内企業の参入が期待

される医療機器産業については、県内外の企業の連携による医療機器開発プロ

ジェクトの組成や、医療機器のデジタル化に向けた支援に取り組むとともに、

海外大手メーカーへの売り込みなどグローバル展開等を支援します。 

信州地酒産業の振興に向け、醸造技術者の技術向上支援を継続するとともに、

令和６年度１月補正で予算化した信州の地酒ブランド発信事業を通じ、「ＧＩ長

野」の認知度向上を図り、インバウンドを含む国内外での消費の拡大につなげ

てまいります。食品産業については、発酵バレーＮＡＧＡＮＯ産学官連携ネッ

トワークを活用し、発酵食品企業等を支える人材の育成や新商品開発に取り組

むことにより、発酵食品のブランド価値の向上を図ります。 

伝統的工芸品産業については、海外展開やインバウンドの取り込みを意識し

た商品開発を支援するとともに、インターンシップや産地留学など担い手確保

や関係人口の創出に向けた取組を強化します。 
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（世界水準の持続可能な産業） 

 気候変動対策は企業経営において重要な課題となっており、脱炭素化やＥＳ

Ｇ経営への転換の動きが一層進んでいます。県内企業の温室効果ガス削減やＳ

ＤＧｓ達成のための取組を後押しし、世界から選ばれる持続可能な企業を創出

します。 

 水素等の新エネルギーの利活用を促進することにより、県内産業のゼロカー

ボン推進と競争力の強化につなげるため、産学官で構成するコンソーシアムを

設置し、本県の特徴を踏まえたモデルプロジェクトを検討・推進するとともに、

県内事業者の水素リテラシーの向上や需要の掘り起こしに取り組みます。 

 グローバルメーカーに選ばれる「環境対応型企業」への転換を促進するため、

ゼロカーボン関連技術の開発、カーボン排出量の可視化や排出削減計画の策定

サポートに引き続き取り組みます。 

 「長野県ＳＤＧｓ推進企業登録制度」については、先月末現在で 2,494 者が

登録しており、引き続き制度の運用を通じて企業経営にＳＤＧｓの理念を取り

入れる動きを拡げてまいります。 

 

 第二に、「高効率化」について申し上げます。 

 

（産業ＤＸ・省力化） 

 人口減少下では従来の労働集約型ビジネスモデルの維持は困難です。付加価

値労働生産性を高めるため、デジタル化等により必要な労働者数を減らし、一

人ひとりのスキルアップを図るとともに、外部人材の活用を促進します。 

 昨年 12 月に開設した「長野県デジタル化一貫支援サイト」を通じて、省力化

や生産性向上に資するデジタルツール情報や、デジタル化に関するセミナー、

各種補助金など一元的に情報を発信するとともに、デジタル化に関する課題に

専門人材が無料で相談対応を行います。中小企業融資制度において省力化投資

向けのメニューを創設するとともに、導入にあたり課題を抱える事業者へ専門
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家を派遣する取組を拡充します。 

 社内人材の育成、外部人材の活用を通じ、企業のデジタル技術活用を後押し

するため、企業内でＤＸをリードできる人材を育成する講座を開催するなど、

企業のリスキリングの取組を支援します。また、初めて副業・兼業人材を活用

する県内企業に対して経費を補助するとともに、伴走支援によるモデル事業を

創出し県内企業への周知を行うなど、副業・兼業人材の活用モデルの普及を進

めてまいります。 

世界中でＩＴ人材の獲得競争が激化する中、海外人材の確保に向けて、県内

事業者が海外ＩＴ人材を受け入れるきっかけづくりとして、インターンシップ

の実施等を伴走支援するとともに、受入れに必要となる経費への助成を行いま

す。国内においても、大阪・関西万博が開催される関西圏に着目し、TeamEXPO2025

への出展や関西圏と本県のＩＴ人材の交流イベントを開催するなど、ＩＴ人材・

企業の誘致に向けたＰＲを実施します。 

 

（企業間連携・事業承継・規模拡大） 

 経営資源が限られる中においても、人口減少を乗り切るための経営革新を進

めるためには、企業の枠組みを越え、それぞれの強みを生かした経営の合理化・

基盤強化が重要であることから、金融機関等と連携し、企業間連携や規模拡大

の取組を支援してまいります。  

  

 経営合理化等による持続可能な経営を後押しするため、複数企業等による業

務共同化の取組を支援するとともに、事業承継・Ｍ＆Ａへの理解を深める学び

の場を提供します。具体的には、２社以上の県内企業等による省力化・省人化

のための実証モデル事業に要する費用の補助を行う中で、コンサルタントによ

る伴走支援を通じ優良事例を創出し、県内企業への普及を図ります。持続可能

な経営が求められるインフラ事業では、とりわけ中山間地における暮らしを守

る上で欠かすことのできない給油所の維持存続は重要な課題であることから、
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業務の共同化、多角化等による経営基盤強化を支援します。また、金融機関、

商工団体等と連携し、県下 10 地域で事業承継・Ｍ＆Ａの理解を深めるセミナー

を開催するとともに、関心が高い企業を対象として、Ｍ＆Ａの手法や留意点の

解説、県内の事例発表を行うなど、企業の状況に応じた支援を通じてＭ＆Ａの

活用を促進してまいります。 

 商品の宣伝や販路紹介、試作品の製作など、スタートアップ企業の取組に協

力する企業を募集し、サポート体制を構築することにより、スタートアップ企

業と県内企業との協業の促進を図ります。 

 

 第三に、「人材育成・確保」について申し上げます。 

 

（多様な人材が活躍できる新しい働き方・暮らし方） 

人口減少による「労働供給制約社会」を乗り越えるため、多様な人材の労働

参加を促進するとともに、本県の特色を活かした人材の呼び込み、若者の県内

定着に取り組みます。 

本県へ人材を呼び込むため、ＵＩＪターンによる就業・創業に伴う移住支援

金に加え、県内企業へ就職する県外の大学生等に対して、就職活動にかかる交

通費や移転費の一部を補助します。 

子育て中の女性や障がい者、高齢者など短時間での就業を希望する方や、副

業・兼業などスポット的に働く外部人材等の就労を促進するため、短時間正社

員やジョブ型雇用など企業のショートタイムワーク求人の創出を支援します。

外国人材の受入れに関する企業等からの相談窓口を運営するとともに、外国人

材の採用に関心がある企業と監理団体・登録支援機関等のマッチングを行うな

ど、県内企業における外国人材の活躍を支援します。 

「共育て」を推進し、出産・育児を契機とする女性のキャリアロス解消を実

現するため、男性従業員の育児休業取得促進に取り組む企業に奨励金を支給す

るとともに、コンサルタントを派遣するなど体制整備を伴走支援します。また、
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学生から選ばれる企業を増やし、県内優良企業の担い手となる若年人材の確保・

定着に向けて、奨学金返還支援制度の導入企業の拡大を図ります。具体的には、

「奨学金返還支援制度導入企業サポート事業補助金」について、補助率・上限

額の引上げを行うとともに、広報を強化します。さらに、１月補正で予算化し

た「長野県中小企業賃上げ・生産性向上サポート補助金」を広く活用いただく

ことにより、若年層の実質賃金の上昇、県内企業の魅力向上を図るとともに、

女性・若者の県内企業への就職と定着を進めます。 

 

（産業界と連携した人への投資） 

県内産業の未来を担う将来世代へのキャリア教育や、労働力不足、デジタル

化など喫緊の課題に対応するための社員へのリスキリングなど、産業界と連携

した人への投資を通じ、県内産業の持続的な振興に向けて取り組みます。 

職業体験に関する情報発信を行うポータルサイトを開設するとともに、職業

体験の実施に向けた調整や受入企業の開拓など、企業と学校をつなぐ取組を推

進する「職業体験支援コーディネーター」を新設するなど、子どもたちが地域

産業・企業の魅力を知るための取組を強化します。 

経済団体の経営指導員と連携したリスキリングの取組推奨や実践例の共有、

実践に向けた伴走支援、リスキリングに取り組む企業同士のノウハウや情報交

換等を行うためのコミュニティ形成など、県内企業による主体的なリスキリン

グの取組に対する支援を充実します。 

 専門的なスキル・技術や経験を有する人材を県外から受け入れる際に必要な

経費に対して助成する「プロフェッショナル人材就業補助金」について、県内

人材の活用も対象に追加し、雇用の面からも企業の生産性向上を支援します。 

 

（県内にいる若者に再フォーカス） 

 県内出身大学生等のＵターン就職率は概ね３割、県内大学生等の県内就職率

は概ね５割という現状を変えていくため、県内の若者に対する県内企業を知る
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機会の充実や、就職活動費用の助成を通じ、県内就職・定着を促進します。 

先ほど申し上げたキャリア教育の取組強化により、児童・生徒が早い段階か

ら地域産業・企業の魅力に触れる機会を充実させ、将来の担い手確保を図るほ

か、県内企業の若手社員が就職活動の経験を伝えるシューカツＮＡＧＡＮＯ応

援隊の県内大学での活動を強化するとともに、ＵＩＪターン就職学生支援の対

象を県内学生に拡大することにより、学生の就職活動の経済的負担を軽減しま

す。 

県内の外国人留学生等が県内企業の魅力を知ることができるよう、企業との

出会いの場となるイベントを開催するなど、留学生等の県内就職・定着を促進

します。 

 

（物価高への対応） 

最後に、「物価高への対応」について申し上げます。 

長期化する物価高に対応するため、事業者の事業継続支援に加え、先ほど申

し上げた生産性向上や経営合理化に向けた支援のほか、適正な価格転嫁の促進

など強靭で健全な経済構造への転換支援に取り組んでまいります。 

事業継続支援として、中小企業融資制度資金において、物価高の影響を受け、

厳しい資金繰りに直面している中小企業者等への支援を継続します。また、エ

ネルギー価格高騰への対応として、１月補正で予算化した「特別高圧受電事業

者電気料金負担軽減事業」の申請受付を２月３日に開始したところであり、Ｌ

Ｐガス利用者の料金値引を行う「ＬＰガス価格高騰対策事業」と合わせて、速

やかに支援を実行してまいります。 

適正な価格転嫁を促進するため、支援策をまとめた広報ツールを新たに作成

し、金融機関等と連携し広く企業の皆様に活用を呼び掛けるほか、長野県産業

振興機構に設置されている「価格転嫁サポート窓口」及び「下請かけこみ寺」

と連携して適正な下請取引の実現を支援します。 
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【債務負担行為の設定等】 

令和７年度当初予算案における債務負担行為は、「ものづくり産業応援助成」

など３事業、総額 21 億 5,790 万円を設定いたしました。 

条例案につきましては、「創業及び障害者、母子家庭の母等の雇用を行う法人

等を応援する県税の特例に関する条例の一部を改正する条例案」、「技術専門校

条例等の一部を改正する条例案」の２件です。 

「創業及び障害者、母子家庭の母等の雇用を行う法人等を応援する県税の特

例に関する条例の一部を改正する条例案」は、県内で創業等を行い、又は障が

い者を雇用する法人等を応援するため、事業税の軽減措置の適用期限を令和９

年度まで延長するものでございます。 

「技術専門校条例等の一部を改正する条例案」は、技術専門校や工科短期大

学校など、県が所管する大学等の授業料及び入学料に係る減免制度の充実を図

るため、関係条例等を改正するものでございます。 

 

以上、産業労働部関係の議案につきまして、その概要を申し上げました。 

何とぞよろしく御審議の程、お願い申し上げます。 


